
業務棚卸評価シート 1/8

23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

1 総
鳥獣保護管理事
業

法令の規定に基づく、鳥
獣の捕獲等許可事務及び
飼養登録事務並びに有害
鳥獣の苦情相談

申請及
び相談
のあっ
た市民

定
例
定
型

有害鳥獣捕
獲
用はこわな
の
貸し出し

年110件 年110件 年110件 1,615 年105件

有害鳥獣捕獲檻の年
間貸出目標年１１０
件に対し９５％の１
０５件で、有害鳥獣
捕獲数の向上に大き
く寄与しており、事
業の成果が出てい
る。

Ａ 2,790 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

1
鳥獣保護管理事
業

鳥獣捕獲等及
び鳥類の卵の
採取等の許可
事務

許可件数 年８０件 年７６件

鳥獣捕獲等及
び鳥類の卵の
採取等の許可
事務

許可件数 年80件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
鳥獣保護管理事
業

メジロ又はホ
オジロの愛玩
飼養の登録事
務

飼養登録羽数 ２羽 ０羽

メジロ又はホ
オジロの愛玩
飼養の登録事
務

飼養登録羽数 ２羽
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
鳥獣保護管理事
業

有害鳥獣の苦
情相談及び捕
獲檻の貸出し

貸出件数 年110件 年105件 1,277
有害鳥獣の苦
情相談及び捕
獲檻の貸出し

有害鳥獣捕獲
頭数
（ｱﾗｲｸﾞﾏ・ﾊｸ
ﾋﾞｼﾝ・ﾀﾇｷ）

年60頭 1,735
更
可

必
要

済
不
可

無 有り 24

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

維
持

1
鳥獣保護管理事
業

有害鳥獣（カ
ラス）の巣の
撤去

撤去件数 年３０件 年１３件 338
有害鳥獣（カ
ラス）の巣の
撤去

撤去件数 年３０件 1,055
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

2 総
狂犬病予防事務
事業

狂犬病予防法により義務
づけられている犬の登録
及び狂犬病予防注射に関
する事務を行い、狂犬病
の発生の予防に寄与す
る。

犬の飼
い主

定
例
定
型

新規登録頭
数

年1,300頭 年1,300頭 年1,300頭 1,998
年

1,037頭

年間新規登録目標１
３００頭に対し目標
値の８０％を概ね達
成し、狂犬病予防接
種の重要性の周知も
併せてできたことか
ら、予防接種向上へ
の、今後成果が見込
める。

Ａ 2,130

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

2
狂犬病予防事務
事業

犬の登録等事
務

新規登録頭数
年1,300
頭

年1,037
頭

399
狂犬病予防注
射事務

注射率 100％ 1,544

業
務
計
画

更
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

維
持

2
狂犬病予防事務
事業

狂犬病予防定
期集合注射の
実施に係る準
備事務

実施会場数 30ヶ所 30ヶ所 1,599
狂犬病予防定
期集合注射の
実施

実施会場数 30ヶ所 586

業
務
計
画

更
可

必
要

済
不
可

無 なし

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

維
持

2
狂犬病予防事務
事業

登録手数料及
び注射済票交
付手数料の徴
収

手数料徴収件
数

年
11,600
件

年
12,260
件

登録手数料及
び注射済票交
付手数料の徴
収

注射済票(再)
交付手数料徴
収件数

年
11,600
件

業
務
計
画

更
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

予
算
な
し

3 総 動物愛護事業

動物の愛護と適正な飼養
について啓発を行うとと
もに、理解と関心を深め
るため、動物愛護週間に
合わせたペット写真展及
び動物フェスティバルを
実施する。

動物の
飼い主
及び関
係する
市民

定
例
定
型

躾け教室開
催、
犬猫の苦情
相談件数

年１回

年７０件

年１回

年７０件

年１回

年７０件
1,257

年０回
年８５件

躾け教室について
は、天候不順のため
実施できなかった。
また、苦情件数は目
標７０件に対して８
５件と増加したが、
全て対応することが
できた。

Ｃ 2,528 未 高 高 高
現状維

持
有り

維
持

3 動物愛護事業
ペット写真展
の実施

実施回数 年１回 年１回 0
ペット写真展
の実施

実施回数 年１回 済
必
要

そ
の
他
不
可

済 有 有り 24

ペット写真展は終了
とし、今後は増加が
見込まれる長寿犬表
彰式を充実したもの
にする経費に充て
る。

減
ら
す

3 動物愛護事業
長寿犬表彰式
の開催

開催回数 年１回 年１回 149
長寿犬表彰式
の開催

開催回数 年１回 200 済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

3 動物愛護事業
ペットのしつ
け教室及び避
難訓練

開催回数 年１回 年０回 0
ペットのしつ
け教室及び避
難訓練

開催回数 年１回 99 済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

3 動物愛護事業
犬猫の苦情相
談処理

相談件数 年７０件 年８５件 885
犬猫の苦情相
談処理

苦情受付件数
(苦情処理簿)

年135件 1,769
更
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 有り 24

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

維
持

3 動物愛護事業
犬猫迷惑防止
看板の配布

配布枚数 年300枚 年379枚 223
犬猫迷惑防止
看板の配布

配布枚数 年300枚 460
更
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

維
持

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

4 総
地域猫活動モデ
ル事業

地域猫活動をしている団
体を支援し、地域猫活動
を推進する。

地域猫
活動を
してい
る団体

定
例
定
型

補助団体 年１団体 年3団体
地域猫活動モ
デル事業

318

業
務
計
画

未 高 高 高 拡大 有り
維
持

4
地域猫活動モデ
ル事業

地域猫活動モ
デル事業

補助団体 年１団体 318

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

可 無 有り 24

２４年度２５年度２
６年度のモデル事業
の実績を踏まえ、新
しい行政の支援策を
構築する。

維
持

5 総
公衆便所維持管
理事業

市民等の便益施設として
の公衆便所を整備し、及
び維持管理し、公衆衛生
の向上を図る。

利用す
る市民

等

定
例
定
型

公衆便所清
掃

日３回 日３回 日３回 21,978 ３回

公衆衛生の向上を図
るため、公衆便所の
一日の平均清掃回数
３回を設定している
が、それを確保で
き、事業の目的達成
の効果が現れてい
る。

Ａ 24,500 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

5
公衆便所維持管
理事業

既設公衆便所
の維持管理

１日平均清掃
回数

３回 ３回 21,978
既設公衆便所
の維持管理

１日平均清掃
回数

３回 24,500
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

6 総
公衆浴場支援事
業

公衆浴場組合の支援、公
衆浴場の運営及び施設整
備に対する補助を行い、
公衆衛生の向上を図る。

市内の
公衆浴

場

定
例
定
型

施設整備等
補助の実施

対象浴場
３箇所

対象浴場
３箇所

対象浴場
３箇所

635 ３浴場

公衆衛生の確保に向
けては、公衆浴場を
残していくことが必
要で、市内の３浴場
に対して補助制度を
設けている。同制度
は定着してきており
事業目的の達成に向
け効果が出ている。

Ａ 240 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

6
公衆浴場支援事
業

公衆浴場協同
組合への事業
費補助

協議回数 年２回 年１回
公衆浴場協同
組合への事業
費補助

協議回数 補助辞退
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
公衆浴場支援事
業

公衆浴場施設
の整備費補助

協議回数 年２回 年２回 395
公衆浴場施設
の整備費補助

協議回数 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6
公衆浴場支援事
業

公衆浴場確保
対策に要する
経費の補助

協議回数 年２回 年２回 240
公衆浴場確保
対策に要する
経費の補助

公衆浴場確保
対策補助の実
施

２箇所 240
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

7 総
海岸美化推進事
業

美化キャンペーン、街頭
キャンペーンを実施し、
美化意識の高揚を図る。

市民、
自治

会、企
業、団

体

定
例
定
型

美化キャン
ペーンの実
施

年２回 年２回 年２回 10,794 年１回

美化ｷｬﾝﾍﾟｰﾝは、天
候不順のため目標値
の２回実施できませ
んでしたが、街頭ｷｬ
ﾝﾍﾟｰﾝの効果も併せ
て、市民へ環境美化
の高揚を図るという
目的の成果は達成で
きたと考えます。

Ｃ 10,858

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

7
海岸美化推進事
業

美化キャン
ペーンクリー
ン茅ヶ崎の実
施

参加人数
計3500

人
計1667

人
527

美化キャン
ペーンクリー
ン茅ヶ崎の実
施

参加人数
計3500

人
391

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

7
海岸美化推進事
業

街頭キャン
ペーンの実施

実施回数 年２回 年１回
街頭キャン
ペーンの実施

実施回数 年２回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

7
海岸美化推進事
業

湘南海岸をき
れいにする会
への参加

理事会等出席
回数

年６回 年６回
湘南海岸をき
れいにする会
への参加

理事会等出席
回数

年６回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし

予
算
な
し

7
海岸美化推進事
業

海岸に設置し
たごみ箱及び
ごみ持ち帰り
啓発用看板の
維持管理

設置箇所数 １９ヶ所 １９ヶ所

海岸に設置し
たごみ箱及び
ごみ持ち帰り
啓発用看板の
維持管理

設置箇所数 １９ヶ所

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

7
海岸美化推進事
業

（財）かなが
わ海岸美化財
団の支援

負担金の支出
回数

年４回 年４回 7,030
（財）かなが
わ海岸美化財
団の支援

負担金の支出
回数

年４回 7,230

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

7
海岸美化推進事
業

設置したごみ
箱内のごみ回
収

回収日数 年128日 年129日 3,237
設置したごみ
箱内のごみ回
収

回収日数 年160日 3,237

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

8 総
美化運動推進団
体支援事業

地域清掃等をしている団
体を支援し、環境美化を
推進する。

環境美
化を推
進して
いる団

体

定
例
定
型

美化運動実
施補助金交
付団体

２４団体 ２４団体 ２４団体 499 ２３団体

地域清掃活動してい
る団体からの申請は
概ね目標値に達し、
環境美化推進を目的
とする事業の達成に
向け成果がでてい
る。

Ａ 750

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

8
美化運動推進団
体支援事業

美化運動事業
を実施する団
体の事業費の
一部助成

補助金交付の
団体数

２１団体 ２３団体 273

美化運動事業
を実施する団
体の事業費の
一部助成

補助金交付の
団体数

２４団体 350

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

8
美化運動推進団
体支援事業

地区一斉清掃
団体へのゴミ
袋の配布及び
ゴミ集積場所
の点検調査

対象自治会数
延べ55
自治会

延べ60
自治会

181

地区一斉清掃
団体へのゴミ
袋の配布及び
ゴミ集積場所
の点検調査

対象自治会数
延べ55
自治会

355

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

8
美化運動推進団
体支援事業

桂川・相模川
流域協議会へ
の参加

運営委員会へ
の出席

年１２回 年１２回 45
桂川・相模川
流域協議会へ
の参加

運営委員会へ
の出席

年１２回 45

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

9 総
衛生害虫等駆除
事業

衛生害虫等の発生の防
止、危険害虫（スズメバ
チ）の巣の駆除等を行
い、公衆衛生の向上等に
寄与する。

希望す
る市

民、指
定業者

定
例
定
型

危険害虫
（スズメバ
チ）の巣の
駆除件数

年
 ２２０件

年
 ２２０件

年
 ２２０件

1,868
年
 ２７４件

目標値を１００％以
上クリアし、公衆衛
生、または市民安全
の向上という事業の
目的の達成に向け効
果が出ている。

Ａ 3,116 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

9
衛生害虫等駆除
事業

危険害虫（ス
ズメバチ）の
巣の駆除等の
実施

巣の駆除件数 年260件 年274件 1,868

危険害虫（ス
ズメバチ）の
巣の駆除等の
実施

ｽｽﾞﾒﾊﾞﾁの巣
の除去申込者
への対応率

100% 2,528
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9
衛生害虫等駆除
事業

浸水被害によ
る衛生害虫の
発生防止、殺
菌のための床
下等消毒

消毒実施件数 年８０件 年０件 0

浸水被害によ
る衛生害虫の
発生防止、殺
菌のための床
下等消毒

床下消毒申込
者への対応率

100％ 588
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

10 総
墓地管理等事務
事業

市有墓地及び無縁墓地の
管理、墓地改葬の許可事
務並びに墓地埋葬法第９
条による埋葬を行う。

市有墓
地使用
者、無
縁墓地
被葬

者、改
葬許可
申請人

定
例
定
型

墓地及び埋
葬に関する
法律第９条
に基づく埋
葬等

３件 ３件 ３件 614 ３件

目標値の３件の申請
があり、その対応に
ついては、適正に処
理することができ、
事業目的の達成に向
け成果がでている。

Ａ 928 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

10
墓地管理等事務
事業

市有墓地の管
理

市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

１６ヶ所
(11地区)

60
市有墓地の管
理

市有墓地箇所
数

１６ヶ所
(11地区)

156 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
墓地管理等事務
事業

無縁墓地の管
理

無縁墓地箇所
数

１ヶ所 １ヶ所 192
無縁墓地の管
理

無縁墓地箇所
数

１ヶ所 276
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
墓地管理等事務
事業

法令の規定に
基づく改葬許
可書の交付

申請受付件数 年７０件 年６１件
法令の規定に
基づく改葬許
可書の交付

申請受付件数 年７０件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

10
墓地管理等事務
事業

埋葬又は火葬
を行う者がな
い死体等の引
取り及び葬儀

処理件数 年２件 年３件 362

埋葬又は火葬
を行う者がな
い死体等の引
取り及び葬儀

処理件数 年２件 496
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし
維
持

10
墓地管理等事務
事業

墓埋法権限移
譲に伴う準備
事務県との調
整、条例制定
事務。

処理期限 平成24
年３月

平成24
年３月

墓埋法権限移
譲に伴う墓地
の経営等の許
可

許可件数 年２件
不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

11 総
空き地等浄化推
進事業

空き地等の雑草の苦情相
談に対応し、環境の浄化
を推進する。

苦情
者、地
権者

定
例
定
型

苦情受付件
数

年９０件 年９０件 年９０件 年７１件

空き地の雑草苦情件
数が目標の年９０件
を大部減少した。現
地調査及び地権者へ
の是正指導等、適正
に処理でき、事業目
的の達成に向け成果
がでている。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
有り

予
算
な
し

11
空き地等浄化推
進事業

苦情相談の受
付

受付件数 年９０件 年７１件
苦情相談の受
付

苦情者への対
応率

100％
更
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

予
算
な
し

11
空き地等浄化推
進事業

現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件数 年９０件 年７１件
現地調査及び
地権者への是
正指導

現地調査件数 年９０件
更
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24

当該事業に対して
は、非常勤嘱託職員
１名から２名体制と
する。

予
算
な
し

12 総
茅ヶ崎駅南口公
衆便所整備事業

茅ヶ崎駅改良計画に合わ
せた南口公衆便所の全面
的なリニューアル

利用す
る市民

等

政
策

事業の進捗
状況

改修等の検
討

改修等の検
討

全面改修す
る公衆便所
数１カ所

２３年度
内打ち合

わせ

茅ヶ崎駅南口公衆便
所の取り壊し、設計
に向け打合せを行
い、事業達成に向け
た成果が出ている。

Ａ 10,290

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

12
茅ヶ崎駅南口公
衆便所整備事業

茅ヶ崎駅改良
計画に合わせ
た南口公衆便
所の全面的な
リニューアル

実施設計打ち
合わせ

23年度
内

23年度
内

茅ヶ崎駅改良
計画に合わせ
た南口公衆便
所の全面的な
リニューアル

既存撤去、新
設設計

24年度
内

10,290

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

13 総
大気環境保全調
査事業

大気汚染を未然に防止す
るため、各種測定、検査
などを行い大気の状況を
把握する。

市民及
び市内
の事業

所

定
例
定
型

大気立入件
数

大気調査地
点数

５０件

５４地点

５０件

６９地点

５０件

７９地点
2,554

５２件

６１地点

大気中の窒素酸化
物、ダイオキシン、
オキシダントの測定
を行い大気汚染の状
況を把握し、県条例
の申請・届出を審
査、また大気立入調
査を実施することに
より、公害（大気汚
染）を未然に防止す
ることができた。

Ａ 3,069

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

13
大気環境保全調
査事業

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（一般環境）

測定地点数 ４５地点 ４５地点 489

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（一般環境）

測定地点数 ４５地点 500

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

13
大気環境保全調
査事業

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（道路沿線）

測定地点数 １６地点 １６地点

大気中の
窒素酸化物の
状況の把握
（道路沿線）

測定地点数 ３９地点

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13
大気環境保全調
査事業

県条例（大
気）に基づく
立入件数

大気立入件数 ５０件 ５２件
県条例（大
気）に基づく
立入件数

大気立入件数 ５０件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13
大気環境保全調
査事業

市内の大気・
土壌（ダイオ
キシン類）の
状況の把握

測定地点数 １地点 １地点 903

市内の大気
（ダイオキシ
ン類・有害大
気汚染物質）
の状況の把握

測定地点数 １地点 1,040

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

13
大気環境保全調
査事業

市内の大気
（オキシダン
ト）の状況の
把握

測定地点数 １地点 １地点 1,162

市内の大気
（オキシダン
ト）の状況の
把握

測定地点数 １地点 1,529

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持
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活動指標の名称

活動
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目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

13
大気環境保全調
査事業

アスベスト調
査の庁内調整
をして実施を
図り、安全を
確認する

調査の実施時
期

平成23
年１２月

平成23
年１２月

アスベスト調
査の庁内調整
をして実施を
図り、安全を
確認する

調査の実施時
期

平成24
年１２月

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし

予
算
な
し

13
大気環境保全調
査事業

県条例届出等
の審査（大気
関係）

窓口開設日数 244日 244日
県条例届出等
の審査（大気
関係）

窓口開設日数 245日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

13
大気環境保全調
査事業

権限移譲（大
気汚染防止法
等）に伴う準
備事務

県等との協議
平成24
年３月ま
で

平成24
年３月ま
で

大気汚濁防止
法に係る届出
の審査及び指
導

窓口開設日数 245日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14 総
水・土壌環境保
全調査事業

河川等の水質の状況を把
握するとともに事業場等
の排水を監視して、水環
境を保全する。また、土
壌汚染について適切な指
導を行う

市民及
び市内
の事業

所

政
策

排水検査立
入件数（水
濁法特定事
業場以外の
ものを含
む）

２４件 ２４件 ２４件 11,777 ２５件

河川等の水質の状況
を把握するとともに
事業場等の排水を監
視、また、法、条例
の届出、申請を審査
することにより、公
害（水質汚濁、土壌
汚染）を未然に防止
することができた。

Ａ 14,215

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り

減
ら
す

14
水・土壌環境保
全調査事業

県測定計画に
基づく公共用
水域（河川）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 １地点 2,677

県測定計画に
基づく公共用
水域（河川）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 2,850

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

有 有り 25

公共水域水質常時監
視は、水質汚濁防止
法で政令市に義務づ
けられた事務である
が、水質状況を効果
的に把握する監視体
制とするため、適切
な水準を確保しなが
ら、測定項目、測定
頻度等を見直し、効
率化を図る。

減
ら
す

14
水・土壌環境保
全調査事業

県測定計画に
基づく公共用
水域（海域）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 １地点 1,613

県測定計画に
基づく公共用
水域（海域）
水質常時監視
の実施

測定地点数 １地点 1,970

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

14
水・土壌環境保
全調査事業

県測定計画に
基づく地下水
水質常時監視
の実施

測定地点数 ２１地点 ３１地点 2,100

県測定計画に
基づく地下水
水質常時監視
の実施

測定地点数 ２１地点 2,250

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

14
水・土壌環境保
全調査事業

海水浴場水質
調査の実施

測定地点数 １地点 １地点 381
海水浴場水質
調査の実施

測定地点数 １地点 420

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

14
水・土壌環境保
全調査事業

排水検査
立入件数

排水検査立入
件数（水濁法
特定事業場以
外のものを含
む）

２４件 ２５件 282
排水検査
立入件数

排水検査立入
件数（水濁法
特定事業場以
外を含む）

２４件 400

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

14
水・土壌環境保
全調査事業

市内の河川
（ダイオキシ
ン類）水質の
状況の把握

測定地点数 ３地点 ３地点 229

市内の河川・
土壌（ダイオ
キシン類）の
状況の把握

測定地点数 ４地点 490

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

14
水・土壌環境保
全調査事業

市内の河川及
び地下水水質
の状況を把握
する

測定地点数 ９地点 ９地点 4,495
市内の河川の
水質の状況を
把握する

BOD（年平
均値）が３
mg/L以下の
地点数

１／９
地点

5,835

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 25

リース契約が終了す
る公害分析機器につ
いて、継続使用の可
否を検討し、可能な
限り、再リース契約
とする。

減
ら
す

14
水・土壌環境保
全調査事業

水質汚濁防止
法に係る届出
の審査及び指
導

届出件数 年２４件 年２１件

水質汚濁防止
法に係る届出
の審査及び指
導

届出件数 年３６件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
水・土壌環境保
全調査事業

土壌汚染対策
法・県条例
（土壌）届出
等の審査及び
公害防止指導

届出件数 年３０件 年３２件

土壌汚染対策
法・県条例
（土壌）届出
等の審査及び
公害防止指導

届出件数 年３７件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
水・土壌環境保
全調査事業

汚染土壌処理
業の許可

窓口開設日数 ２４４日 ２４４日
汚染土壌処理
業の許可

窓口開設日数 ２４５日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

14
水・土壌環境保
全調査事業

県条例届出等
の審査（水質
関係）

窓口開設日数 ２４４日 ２４４日
県条例届出等
の審査（水質
関係）

窓口開設日数 ２４５日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

14
水・土壌環境保
全調査事業

権限移譲（水
道法等）に伴
う準備事務

県等との協議
平成24
年３月ま
で

水道法の
権限移譲
が平成
25年４
月からと
なる

（事業№１９
へ移動）

15 総
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音・振動等の状況を把
握し、生活環境の保全を
図る。

市民及
び市内
の事業

所

定
例
定
型

騒音測定地
点数

自動車交通
１１地点

航空機
４地点

自動車交通
１０地点

航空機
４地点

自動車交通
１１地点

航空機
４地点

2,664

自動車交
通

11地点

航空機
４地点

道路交通騒音、航空
機騒音、環境騒音な
どを測定し、法、条
例の届出、申請を審
査することにより、
公害（騒音、振動、
悪臭）を未然に防止
することができた。

Ａ 9,392

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音規制法に
基づく自動車
騒音常時監視
の実施

測定地点数 ３地点 ３地点 1,623

騒音規制法に
基づく自動車
騒音常時監視
の実施

測定地点数 ２地点 1,187

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の道路交
通騒音及び振
動の状況の把
握

測定地点数 ８地点 ８地点

市内の道路交
通騒音及び振
動の状況の把
握

測定地点数 ８地点

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の道路騒
音及び振動の
状況の把握
（他部課から
の依頼分）

測定地点数 ３地点 ２地点

市内の道路騒
音及び振動の
状況の把握
（他部課から
の依頼分）

測定地点数 ３地点

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の環境騒
音の状況の把
握

測定地点数 ３０地点 ３０地点 466
市内の環境騒
音の状況の把
握

測定地点数 ３０地点 622

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音規制法、
振動規制法
（特定事業
場）届出の審
査及び指導

届出件数 年７件 年２５件

騒音規制法、
振動規制法
（特定事業
場）届出の審
査及び指導

届出件数 年１３件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

騒音規制法、
振動規制法
（特定建設作
業）届出の審
査及び指導

届出件数 年４７件 年４１件

騒音規制法、
振動規制法
（特定建設作
業）届出の審
査及び指導

届出件数 年４５件

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

臭気指数によ
る悪臭の規制
の実施

調査回数 年１回 年１回 48
臭気指数によ
る悪臭の規制
の実施

調査回数 年１回 274

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

市内の航空機
騒音の状況を
把握する

測定地点数 ４地点 ４地点 527
市内の航空機
騒音の状況を
把握する

測定地点数 ４地点 7,309

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

15
騒音・振動・悪
臭対策調査事業

県条例届出等
の審査（騒
音・振動・悪
臭関係）

窓口開設日数 ２４４日 ２４４日

県条例届出等
の審査（騒
音・振動・悪
臭関係）

窓口開設日数 ２４５日

業
務
計
画

不
可

必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

16 総
地盤沈下対策調
査事業

水準点の標高の変動量を
把握することにより地盤
沈下の未然防止を図る

市民

定
例
定
型

測量水準地
点数

５１地点 ５１地点 ５１地点 3,360 ５１地点

水準点の標高の変動
量を測定したとこ
ろ、地盤沈下は認め
られなかった。ま
た、県条例に基づく
地下水採取規制の事
務により、公害（地
盤沈下）を未然に防
止することができ
た。

Ａ 3,515

業
務
計
画

未 中 高 高
現状維

持
なし

維
持

16
地盤沈下対策調
査事業

市内の水準点
の標高の測定
及び分析

測定地点数 ５１地点 ５１地点 3,360
市内の水準点
の標高の測定
及び分析

沈下量年間１
㎝以上の地盤
沈下面積

0.00k㎡ 3,515

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持
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23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

16
地盤沈下対策調
査事業

県条例地下水
採取（地盤沈
下）関連の届
出等の審査及
び許可

窓口開設日数 ２４４日 ２４４日

県条例地下水
採取（地盤沈
下）関連の届
出等の審査及
び許可

窓口開設日数 ２４５日

業
務
計
画

済
必
要

法
令
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

17 総
環境保全啓発指
導事業

公害防止、環境保全意識
の高揚を図る

市民及
び市内
の事業

所

定
例
定
型

啓発事業数

公害苦情件
数

８事業

１３５件

８事業

１３５件

８事業

１３５件
840

８事業

１１３件

公害防止、環境保全
意識の高揚を図るた
めの事業は全て実施
でき、公害苦情につ
いては目標値より少
ない件数であった
が、受付けた苦情は
迅速に対応し、公害
の早期解決を図っ
た。

Ａ 1,989

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

17
環境保全啓発指
導事業

公害防止のた
めの情報収集
及び啓発活動

実施事業数 ７事業 ７事業 318
公害防止のた
めの情報収集
及び啓発活動

実施事業数 ７事業 298

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

17
環境保全啓発指
導事業

市民参加によ
るNOｘ測定

実施回数 年２回 年２回 128
市民参加によ
るNOｘ測定

実施回数 年２回 300

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

済 無 なし
維
持

17
環境保全啓発指
導事業

市民からの苦
情や事故の通
報に基づく対
象者への改善
指導

苦情件数 １３５件 １１３件 384

市民からの苦
情や事故の通
報に基づく対
象者への改善
指導

苦情者への対
応率

100％ 1,381

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

17
環境保全啓発指
導事業

神奈川県県市
環境保全事務
連絡協議会

協議会運営
（会長市）

平成24
年３月ま
で

平成24
年３月ま
で

10
神奈川県県市
環境保全事務
連絡協議会

協議会活動
（一般会員）

平成25
年３月ま
で

10

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

18 総
放射線調査対策
事業

市民の放射能に対する不
安を解消するため、各種
取り組みを行う

市民及
び市内
の事業

所

政
策

茅ヶ崎市
放射線関
係対策会
議、茅ヶ
崎市放射
線対策作
業部会の
開催

年４回 年４回 年４回 4,114 年６回

市民の放射能に対す
る不安を解消するた
め、茅ヶ崎市放射線
関係対策会議、茅ヶ
崎市放射線対策作業
部会の審議により、
市公共施設の放射線
測定、放射線測定器
市民貸し出し、食品
放射能測定などの取
り組みが実施でき
た。

Ａ 2,329

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
有り 24

維
持

18
放射線調査対策
事業

放射線測定器
貸出

貸出受付
平成24
年３月ま
で

平成24
年３月ま
で

3,935
放射線量測定
器貸出

貸出窓口開設
日数

２４５日

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18
放射線調査対策
事業

市公共施設放
射線量測定

市公共施設放
射線量測定回
数

年０回 年１回
市公共施設放
射線量測定

市公共施設放
射線量測定回
数

年２回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

18
放射線調査対策
事業

食品放射能測
定

測定窓口開設
日数

０日 １９日 179
食品放射能測
定

測定窓口開設
日数

２４５日 2,329

業
務
計
画

可
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 有り 24
非常勤嘱託職員２名
体制で、食品放射能
測定を行う。

維
持

18
放射線調査対策
事業

茅ヶ崎市放射
線関係対策会
議、茅ヶ崎市
放射線対策作
業部会の開催

会議開催回数 年４回 年６回

茅ヶ崎市放射
線関係対策会
議、茅ヶ崎市
放射線対策作
業部会の開催

会議開催回数 年４回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

19 総

（仮称）茅ヶ崎
市小規模水道及
び小規模受水槽
水道における安
全で衛生的な飲
料水の確保に関
する条例の制定

第２次一括法により、平
成25年度に水道法に関す
る事務が神奈川県知事か
ら茅ヶ崎市長へ権限移譲
されるため、必要な条例
等の制定を行います。
なお、市条例を制定する
ことにより、水道法規模
未満の施設を規制するこ
とができ、市民等の公衆
衛生のさらなる向上が図
れます。

市民及
び市内
の事業

所

政
策

業
務
計
画

未 高 高 高 終了 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 66,567 66,567 92,995 92,995

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

基礎情報

施策目標 快適で安全な生活環境を守る

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値

改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

環境保全課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

活動指標の名称

環境保全課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）
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（仮称）茅ヶ崎
市小規模水道及
び小規模受水槽
水道における安
全で衛生的な飲
料水の確保に関
する条例の制定

水道法に関わ
る条例の制定

水道法に関わ
る条例の制定

平成25
年３月ま
で

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等を伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、被害を軽減し、
応急対策活動を課として
迅速的確に対処する

全市民
等

38 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

888
災害応急対策活
動

部の災害応急
対策活動にお
ける課（班）
の内容の検証
及び見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせ見直す

随時

部の災害応急
対策活動にお
ける課（班）
の内容の検証
及び見直し

防災対策強化
実行計画に合
わせ見直す

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

課の業務継続
計画の策定

課の業務継続
計画の策定

平成25
年３月ま
で

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

避難所等の消
毒、衛生害虫
駆除の業者手
配を行う

消毒業者の手
配

随時

避難所等の消
毒、衛生害虫
駆除の業者手
配を行う

消毒業者の手
配

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

遺体収容・安
置施設の確
保、身元不明
遺体の処置等
を行う

多数遺体収容
訓練の実施

年１回 年１回

遺体収容・安
置施設の確
保、身元不明
遺体の処置等
を行う

多数遺体収容
訓練の実施

年１回 38
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

888
災害応急対策活
動

公衆浴場の被
害状況把握、
再開支援、仮
設入浴施設を
確保する

公衆浴場の被
害状況調査の
実施

随時

公衆浴場の被
害状況把握、
再開支援、仮
設入浴施設を
確保する

公衆浴場の被
害状況調査の
実施

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

公衆便所の被
害状況を調査
し、応急対策
を実施する。

公衆便所の被
害状況調査の
実施

随時

公衆便所の被
害状況を調査
し、応急対策
を実施する。

公衆便所の被
害状況調査の
実施

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

ペットの避難
状況の情報収
集、ペットの
飼養指導、啓
発を行う

避難所等の
ペット飼養指
導、啓発

随時

ペットの避難
状況の情報収
集、ペットの
飼養指導、啓
発を行う

避難所等での
ペットの飼養
指導及び啓発

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

指定事業所等
の被害状況把
握し、応急措
置確認、関係
機関へ報告

指定事業所等
の被害状況調
査

随時

指定事業所等
の被害状況把
握し、応急措
置確認、関係
機関へ報告

指定事業所等
の被害状況調
査の実施

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務 未 中 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し


